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（2011 年 12 月 16 受理） 

本報告書は、平成 23 年 3 月 11 日に三陸沖を震源として発生した東北地方太平洋沖地震（東海

村：震度 6 弱）により被災した、ホット試験施設管理部所管の 11 施設の被害状況とその緊急対

応措置をまとめたものである。本報告書では地震発生当日の各施設の状況とその応急措置等につ

いて記載し、それ以降の復旧状況等については第二部に引き継ぐものとする。各施設の被災状況

は、ホットラボや燃料試験施設など大きな被害を受けた施設がある一方で、核燃料倉庫やウラン

濃縮研究棟では影響が殆ど見られないなど、施設によって被災状況に大きな差が見受けられたが、

すべての施設において人員掌握、安全確保などの初動対応が迅速かつ適切に行われた結果、人的

被害及び放射性物質の施設外への漏えいを防ぐことができた。また、平成 23 年 1 月 1 日施行さ

れた備品棚・薬品等の地震対応要領に基づき、震度 6 強に対応した備品棚・ロッカー等の耐震措

置状況を安全衛生パトロールなどで周知徹底する等の地震に対する事前の取り組みが功を奏し、

落下物または転倒物による傷害、避難路閉塞が発生しなかったことを特筆する。 
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This document describes the activity record in the Department of Hot Laboratories and 
Facilities against the 2011 off the Pacific coast of Tohoku earthquake. This Part I includes the 
damage situations and the emergency activities on 11th March for the 11 nuclear facilities 
managed by the department. The subsequent activities, such as the repairs or restorations, 
are described in the Part II. Despite the enormous damages for some of these facilities, such 
as the Research Hot Laboratory or the Reactor Fuel Examination Facility, there was no 
victim or no release of the radioactive materials out to the facilities. It was the great deal of 
the periodic patrol for the safety and health which is based on the manual procedure for the 
earthquake countermeasures executed since 1st January 2011. 
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1 はじめに 

平成 23 年 3 月 11 日、午後 2 時 46 分に三陸沖を震源としたマグニチュード 9.0 の東北地方太

平洋沖地震が発生し、この地震とそれに伴う津波により、東北地方から関東地方にかけて甚大な

被害をもたらした。原子力科学研究所の各施設においても、建物、設備が被災するとともに、停

電、断水が生じ、保安のための緊急対応を迫られた。本報は、ホット試験施設管理部の所管する

11 施設について地震発生時において緊急に対応した措置等をまとめた記録である。 

2 ホット試験施設管理部所管施設の概要 

ホット試験施設管理部は、燃料試験施設、廃棄物安全試験施設（WASTEF）、ホットラボ、プ

ルトニウム研究 1 棟、第 2 研究棟、第 4 研究棟、JRR-3 実験利用棟（第 2 棟）、ウラン濃縮研究

棟、高度環境分析研究棟、環境シミュレーション試験棟及び核燃料倉庫の計 11 施設を所管して

いる。これらの施設のうち、原子炉等規制法施行令第41条該当の4施設（燃料試験施設、WASTEF、
ホットラボ、プルトニウム研究 1 棟）及び同非該当の 5 施設（第 4 研究棟、JRR-3 実験利用棟（第

2 棟）、高度環境分析研究棟、ウラン濃縮研究棟、核燃料倉庫）が核燃料物質の使用許可を有して

いる。また、ウラン濃縮研究棟及び核燃料倉庫を除く全ての施設で放射線障害防止法に基づく放

射性同位元素の使用許可を有している。 
各施設の概要を Table 1 に、それらの管理体制を下図に示す。 

ホット試験施設管理部     

実用燃料試験課 燃料試験施設 

ホット材料試験課 廃棄物安全試験施設 

高度環境分析研究棟 

環境シミュレーション試験棟 

未照射燃料管理課 ホットラボ 

核燃料倉庫 

ホット施設利用課 プルトニウム研究 1 棟 

第 4 研究棟 

JRR-3 実験利用棟（第 2 棟） 

第 2 研究棟 

ウラン濃縮研究棟 
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3 各施設における地震発生時の緊急対応 

3.1 燃料試験施設 
(1) 地震発生時の運転状況 

地震発生時、施設は定常運転中で、管理区域内（操作室）において照射済み試料のγ線測

定、X 線透過写真撮影及び電子線プローブマイクロアナライザの調整作業を実用燃料試験課

員 9 名及び外来者 2 名で行っていた。 
 

(2) 地震発生時の措置対応 
地震の影響により商用電源が停止し、燃料試験施設副警報盤のセル負圧異常、建家停電が

発報した。その後、非常用電源設備が自動起動し、施設の保安上必要な 小限の設備機器に

対して給電を行い、セル等の常用負圧の維持や放射線モニタ監視盤（ガンマ線エリアモニタ

及びダストモニタによる測定）の監視等を継続し、地震発生直後の施設の安全を確保した。 
管理区域内で作業にあたっていた実用燃料試験課員は、施設管理者（不在）に代わり事故

現場責任者代理のページングによる避難指示を受け、直ちに作業を中断し、試料及び試験装

置並びに周辺の安全を確認したのち、外来者 2 名を誘導して管理区域から待避し、燃料試験

施設駐車場に避難した。避難場所において、施設における全ての人員を対象に人員掌握を行

い、全員が安全に避難したことを確認して人員掌握担当課長（業務課長）に報告した。その

後、茨城県沿岸に大津波警報が発令されたとの情報が伝えられたことから、施設管理統括者

の指示で施設の出入り口を施錠し、全員、高台のホットラボに避難した。 
なお、大津波警報発表に関する情報源について、その後に聞き取り調査を行ったが、ラジ

オ・携帯電話（ワンセグ）・日本原子力発電(株)東海発電所の構内放送などの回答が得られた

が、いずれも明確ではなく情報源を特定するに至らなかった。 
 
(3) 地震発生後の措置対応 

その後、余震の震度と頻度が減少したことから、施設管理統括者より施設点検を開始する

よう指示があり、施設にもどり事故現場防護活動組織を編成したのち、原子力科学研究所地

震対応要領及び地震後の施設点検マニュアルに基づき施設点検を行った。その結果、排気口

濃度やエリアモニタ指示値に異常な変化はなく、施設の安全、即ちセル設備の閉じ込め機能

及び遮へい機能に影響を及ぼすような重篤な被害が生じていないことを確認した。 
施設点検の結果、試験棟 上部の窓ガラス 3 枚の破損、燃料貯蔵プールの水がスロッシン

グによりプール周辺（管理区域内）に飛散及び工業用水の配管が破損し共同溝を伝って地下

ドライエリアへ流入していることが確認されたため、被害状況報告書に記載し、現地対策本

部に提出した。施設点検による燃料試験施設の主な被害状況を Table 2. 1 に示す。 
なお、飛散したプール水流出による汚染区域の拡大及び管理区域外への漏えいを防止する

ため、紙ウエスを敷き詰め吸水する応急の措置を発見時に行った。 
また、共同構内で生じた配管の破損により海側ドライエリアに流入している工業用水につ

いては、地下コールド機械室のマンホールからドレンサンプ No.1 に導き、ドレンサンプ No.1
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排水ポンプにより排水する措置を直ちに開始した。 
その後、復電の見込みがなく、非常用発電機の燃料調達ができないことから、非常用発電

機を計画的に停止するために、原子力科学研究所核燃料物質使用施設等保安規定及び燃料試

験施設本体施設使用手引に定める安全確保のための措置として、以下の作業を実施した。 
 汚染拡大防止措置としてセル、ボックス等の隙間を目張りした。 
 試験機器等が安全に停止していることを確認した。 
 核燃料が容器に保管されていることを確認した。 
 放射線管理モニタの指示値に異常がないことを確認した。 

 
安全確保のための措置が完了していることを確認し、施設の給排気運転を停止した。なお、

非常用発電機は、共同溝内で生じた配管の破損による工業用水の流入が継続していることか

ら、これを排水するドレンサンプ No.1 排水ポンプへの給電のため運転を継続したが、ドラ

イエリアの水位が上昇し建家内への流入の危険性が高まったため、自衛消防隊のポンプ車を

要請し、約 1．5 時間排水することでその危機を回避することができた。破損した工業用水

配管からの漏水が止まり、事態収束の目処が立った翌 3 月 12 日午前 11:30 まで、非常用発

電機の運転を継続した。その後、可搬型の発電機を運転し、ドレンサンプ No.1 に溜まった

水を可搬の水中ポンプにより排水し、同日午後 1:30 に工業用水流入に関する対応作業を終了

した。 
 

(4) その後の保安措置 
施設の計画停電後の保安措置は、以下のとおりである。地震発生時の措置状況等に係る時

系列を Table 3. 1 に示す。 
 安全警報設備及び火災受信機等が正常に復帰するまでの施設の監視については、3 月 15
日の商用電源復電までの間、保安要員による 24 時間監視体制を設定し、監視の強化を

図った。 
 セル等の閉じ込め機能の管理については、給排気設備が 5 月 11 日に運転再開されるま

での間、定期的に管理区域内の表面汚染検査及びセル等隙間部の目張り状態確認を実施

した。 
 管理区域内に立ち入る場合は、給排気設備の運転再開までの間、作業者に特殊作業衣及

びタイベックスーツ等の身体保護具や半面又は全面マスクの呼吸用保護具の着用を義

務付けた。 
 破損した窓ガラスは、建家の外側からブルーシートで覆うとともに、内側からビニール

シートで防水した段ボールを用いて開口部を閉止した。 
 ドレンサンプ No.1 排水ポンプが停電により使用できないことから、地下ドライエリア

の開口部をブルーシートで養生し、雨水の浸入を防止する措置を行った。 
 飛散したプール水については、震災当日に行った紙ウエスによる吸水に加え、蒸発して

放射性物質が飛散しないようビニールシートで覆う措置を行い、汚染拡大による放射性

物質の管理区域外への漏えいを防止した。 
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3.2 廃棄物安全試験施設（WASTEF） 
(1) 地震発生時の運転状況 

地震発生時、当該施設においては、通常運転中であり、廃棄物安全試験施設（WASTEF）
月間運転計画（平成 23 年 3 月）に基づき原子力科学研究所電気工作物保安規程で定める非

常用電源設備の実負荷起動試験のための事前措置を実施していた。当該施設の操作室内では、

遠隔操作により照射後引張試験済み試料の金属保管容器への収納作業及び劣化ウラン調整溶

液を用いた電気化学試験後の装置停止作業、また、工務監視盤室、EG 室及びホット機械室

内では、受変電設備等運転監視・制御盤の実負荷起動試験前の点検作業を実施していた。 
 

(2) 地震発生時の措置対応 
地震発生直後、当該施設においては、商用電源が遮断され、運転中の全ての設備機器が停

止するとともに、安全警報設備の工務警報（セル及びグローブボックス等の負圧異常）及び

停電警報、火災受信機の警報（地階コールド機械室の 1 回線）が発報した。その後、非常用

電源設備が自動起動し、施設の保安上必要な 小限の設備機器に対して給電を行い、セル及

びグローブボックス等の常用負圧の維持や放射線モニタ監視盤（ガンマ線エリアモニタ及び

ダストモニタによる測定）の監視等を継続し、地震発生直後の施設の安全を確保した。 
また、施設管理者（不在）に代わり事故現場責任者代理等の指示により、前項の作業を中

止し、取扱い試料、試験装置及び持ち場の安全を確保した後、全ての施設内立ち入り者が、

施設の玄関前駐車場に退避した。その後、帰来した施設管理者の指示のもと、人員掌握及び

人身被害状況の把握を行うとともに、可能な限り施設の現状把握に努めた。 
さらに茨城県沿岸に大津波警報が発令されたとの情報を受けたため、施設の出入口を施錠

し、施設内立ち入り者は、高所のホットラボ南側の避難場所等に一時避難した。その後、施

設管理者から施設管理統括者等に掌握不明者及び負傷者がいなかったこと、及び地震発生直

後の施設の運転状況等について報告した。なお、津波による当該施設への影響はなかった。 
 
(3) 地震発生後の措置対応 

地震発生後、当該施設においては、余震の発生頻度と震度が減少したことを契機に、施設

管理統括者から原子力科学研究所地震対応要領で定める施設等の点検を開始するよう指示が

あった。そのため、施設管理者の指示により、一時避難した施設内立ち入り者を施設の玄関

前駐車場に呼び戻した後、廃棄物安全試験施設（WASTEF）事故現場防護活動組織を編成し、

施設等の点検を開始した。 
施設等の点検は、先ず、火災受信機の発報場所である地階コールド機械室内点検を 優先

に実施した。室内の立ち入り点検では、放射線モニタ監視盤の指示値に異常のないことを確

認した後、点検者が ABC 粉末消火器を携帯し、室内の空間線量当量率測定を行いながら点

検を実施した。その結果、暖房設備用蒸気環水配管の破損により、配管内の蒸気がコールド

機械室内に噴出し火災検知機が発報したものと判明したため、蒸気供給用主弁を閉止した（た

だし、構内の蒸気供給ラインは既に地震の影響により停止していた）。その後、他の点検区域
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について点検を行い、建家周辺に地盤沈下等の被害を確認したが、地震発生後の放射線モニ

タ監視盤の指示値や地震発生時の作業状況等から、環境への放射性物質の放出及びしゃへい

能力の低下はないものと判断するとともに、火災の発生等はなかったことが確認され、これ

らを施設管理統括者及び防護活動本部室の保安管理部員に報告した。施設等の点検による

WASTEF の主な被害状況を Table 2. 2 に示す。 
その後、商用停電の長期化と非常用電源設備の燃料枯渇が懸念されたことから、原子力科

学研究所核燃料物質使用施設等保安規定及び廃棄物安全試験施設（WASTEF）本体施設使用

手引に基づき、以下に示す施設の計画停電時の保安措置を実施し、措置の完了確認をもって、

非常用電源設備を停止し施設を停電にした。 
・試験装置類が安全に停止していることを確認した。 
・セル等隙間部に目張りを実施した。 
・使用中の試験試料等を金属保管容器に収納した。 
・本体及び特定施設の各廃液貯槽が受入可能状態であることを確認した。 
・放射線モニタ監視盤の指示値に異常のないことを確認した。 
・施設関係者以外の管理区域内立ち入りを禁止した。 
 

(4) その後の保安措置 
施設の計画停電後の保安措置は、以下のとおりである。地震発生時の措置状況等に係る時

系列を Table 3. 2 に示す。 
 安全警報設備及び火災受信機等が正常に復帰するまでの施設の監視については、商

用電源の復電までの間、保安要員による 24 時間監視体制を設定し、監視の強化を

図った。この体制は 3 月 14 日の復電後も、3 月 15 日に施設管理統括者の体制解除

指示がでるまで継続した。 
 セル及びグローブボックス等の閉じ込め機能の管理については、5 月 10 日の給排気

設備の運転再開までの間、管理区域内所定位置の表面汚染検査及びセル等隙間部の

目張り状態確認を可能な限り 1 回/日実施した。 
 受変電設備が正常に復帰した後も、負荷側の設備機器等の絶縁抵抗測定が終了する

4 月 19 日までの間、関係する分電盤等の個々のブレーカーを断にした。 
 管理区域内に立ち入る場合は、給排気設備の運転再開までの間、作業者に特殊作業

衣及びタイベックスーツ等の身体保護具や半面又は全面マスクの呼吸用保護具の着

用を義務付けた。 
 施設の緊急時通報連絡体制については、廃棄物安全試験施設（WASTEF）勤務時間

外通報連絡系統図に従い、対応するよう再確認した。 
 

3.3 ホットラボ 
(1) 地震発生時の運転状況 

地震発生時、特定施設の排風機室（管理区域）において、排気 2 系統のフィルタ交換作業

を実施するための準備を行っていた。なお、当日の作業者は 3 名（外部委託業者）、立会者
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が作業担当課である工務第 2 課員が 1 名、放射線管理第 1 課員が 1 名及び未照射燃料管理課

員が 1 名であった。 
 

(2) 地震発生時の措置対応 
地震発生直後に商用電源が停電し、運転中の全ての設備機器が停止するとともに、安全警

報設備の工務警報（ケーブ・セルの負圧異常）及び建家停電警報が発報した。その後、非常

用発電機が自動起動し、気体廃棄施設、警報設備及び消火設備等保安上重要な設備機器に対

して給電されたため、ケーブ・セルの負圧維持及び放射線監視設備による連続監視が継続さ

れた。 
前項の管理区域内作業を中止し、作業場所並びに周辺の安全を確認した後、施設南側の避

難場所に退避した。避難場所において、施設における全ての人員を対象に人員掌握を行い、

全員が安全に避難したことを確認して人員掌握担当課長（業務課長）に報告した。 
また、施設管理統括者等に掌握不明者及び負傷者がいなかったこと、及び地震発生直後の

施設の運転状況等について報告した。その後、ホットラボに避難してきた海岸地区の部内者

より、茨城県沿岸に大津波警報が発表されたとの情報を得たが、当施設が高台(標高 21m)に
あることから避難は行わなかった。 

 
(3) 地震発生後の措置対応 

余震の震度と頻度の減少後、施設管理統括者より施設点検の開始について指示を受けた。

そのため、事故現場防護活動組織を組織した後、原子力科学研究所地震対応要領及び地震後

の施設点検マニュアルに基づき施設点検を行い、その結果を被害状況調査報告書に記載し現

地対策本部に提出した。 
施設点検の結果、主排気筒基部の亀裂、旧館と増築した新館とのつなぎ部の一部破損、管

理区域境界窓ガスの破損等が確認されたが、排気口濃度やエリアモニタ指示値に異常な変化

はなく、施設の安全、即ちセル設備の閉じ込め機能及び遮へい機能に影響を及ぼすような重

篤な被害が生じていないことを確認した。また、汚染検査結果も検出下限値未満であった。

施設点検によるホットラボの主な被害状況を Table 2. 3 に示す。なお、地震により破損した

管理区域境界窓ガラス（鉛セル操作室）については、発見後直ちにベニア板を用いて外側か

ら開口部を閉止した。 
その後、商用電源が復電する見込がなく、非常用発電機の燃料調達が困難なことから、非

常用発電機を計画的に停止するために、原子力科学研究所核燃料物質使用施設等保安規定及

びホットラボ本体施設使用手引に定める安全確保のための措置として、以下の作業を実施し

た。 
 汚染拡大防止措置としてケーブ・セルの隙間及び管理区域境界扉の目張りを実施した。 
 試験機器等が安全に停止していることを確認した。 
 核燃料が容器に保管されていることを確認した。 
 放射線管理モニタの指示値に異常がないことを確認した。 
 特定施設の廃液貯槽が受入可能状態であることを確認した。 
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安全確保のための措置が完了していることを確認した後、施設の給排気運転を停止し、非

常用発電機を計画的に停止した。地震発生時の時系列を Table 3. 3 に示す。 
 

(4) その後の保安措置 
施設の計画停電後の保安措置は、以下のとおりである。地震発生時の措置状況等に係る時

系列を Table 3. 3 に示す。 
 受変電設備が正常に復帰した後も、負荷側の設備機器等の絶縁抵抗測定が終了した 8 月

10 日までの間、関係する分電盤等の個々のブレーカーを断にした。 
 3 月 15 日に安全警報設備、火災受信機及び核物質防護設備が正常に復帰するまでの間、

保安要員による 24 時間体制で施設の監視を行った。 
 給排気設備が 8 月 3 日に運転再開されるまでの間、管理区域内所定位置の表面汚染検査

を定期的に実施し、ケーブ・セルの閉じ込め機能の健全性を確認した。大規模な余震が

おさまるまでは 1 週間に 1 回、余震が沈静化後は 1 日 1 回程度のひん度で汚染検査を実

施した。 
 管理区域内に立ち入る場合は、給排気設備の運転再開までの間、作業者に特殊作業衣及

びタイベックスーツ等の身体保護具や半面又は全面マスクの呼吸用保護具の着用を義

務付けた。 
 

3.4 プルトニウム研究 1 棟 
(1) 地震発生時の運転状況 

地震発生時に管理区域内では、1 名の研究員がフードを用いてアクチノイドの溶媒抽出実

験に係る準備作業を行っていた。 
 

(2) 地震発生時の措置対応 
地震発生直後、商用電源の遮断に伴って非常用電源設備が自動起動し、気体廃棄設備の運

転が再開された。商用電源の遮断により、建家警報設備の集中監視盤及び副警報盤の建家停

電、負圧低下の警報が発報したが火災受信機の発報はなかった。 
管理区域内の作業者及び建屋内の居住者は、施設管理者の指示に基づき前述作業を中断し、

直ちに屋外に避難した。屋外避難後の人員掌握により、施設滞在者全員に負傷者がないこと

を確認したため、引き続き事故現場防護活動組織を編成し、施設管理者の指示により可能な

範囲での施設点検を実施した。なお、人員掌握の結果及び施設の状況連絡については、建家

の通信設備が使用不能であったため、伝令者を派遣して直接口頭にて報告を行った。 
津波の発生に伴う避難指示に対しては、当施設が高台(標高 22m)にあることから避難は行

わなかった。 
 

(3) 地震発生後の措置対応 
地震発生後、原子力科学研究所地震対応要領及び地震後の施設点検マニュアルに定める施

設等の点検に対応するため、事故現場防護活動の組織をプルトニウム研究 1 棟に編成し、プ
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ルトニウム研究 1 棟、JRR-3 実験利用棟（第 2 棟）及びウラン濃縮棟の 3 施設の対応を開始

した。 
構内放送による施設の安全確認の指示に基づき、施設管理者を含む関係者により管理区域

内外の点検を行った結果、実験室及び機械室の塩ビ製排気ダクトの落下・亀裂等に加え、建

家周辺の地盤沈下及び壁の亀裂が確認されたが、管理区域の閉じ込め機能を損なう亀裂は確

認されず、点検時の立入者の靴等も汚染は確認されなかった。これらの確認結果をとりまと

め、施設管理統括者及び防護活動本部室の保安管理部員に報告した。プルトニウム研究 1 棟

の主な被害状況を Table 2. 4 に示す。 
なお、上述の点検に併せて、実験室内の密閉されていない放射性物質等及び薬品を容器等

に密閉するなど安全確保の措置を行った。 
その後、商用停電の長期化と非常用電源設備の燃料枯渇が懸念されたことから、原子力科

学研究所核燃料物質使用施設等保安規定及びプルトニウム研究 1 棟本体施設使用手引に基づ

き、以下に示す施設の計画停電時の保安措置を実施した後、非常用電源設備を停止し施設を

停電にした。 
 管理区域境界扉等の目張りを実施した。 
 特定施設の各廃液貯槽が受入可能状態であることを確認した。 
 放射線モニタ監視盤の指示値に異常のないことを確認した。 

 
(4) その後の保安措置 

施設の計画停電後の保安措置は、以下のとおりである。地震発生時の措置状況等に係る

時系列を Table 3. 4 に示す。 
 商用電源の復電後、安全警報設備及び火災受信機等が正常に復帰する 3 月 16 日までの

施設の監視については、保安要員による 24 時間監視体制を設定し、監視の強化を図っ

た。 
 気体廃棄設備が復旧する 5 月 26 日までの期間、管理区域境界扉の目張りの確認及び周

辺の汚染検査を毎日実施し、異常のない事を確認した。 
 排気ダクトの仮補修については、管理区域内の汚染がないことを確認後、アルミテープ

で補修した。なお、管理区域内の汚染検査については、α核種を使用する施設のため、

部安全審査会で受審した作業要領に基づき実施した。 
 
3.5 第 4 研究棟 
(1) 地震発生時の運転状況 

管理区域内の実験室内で、職員等 10 名程度が作業中であった。 
 
(2) 地震発生時の措置対応 

地震発生による商用電源の遮断に伴い気体廃棄設備が全停止したが、中央変電所からの非

常用電源の受電により、バックアップ系統の気体廃棄設備が自動で運転を再開した。商用電

源の遮断により、副警報盤の建家停電、鉛セル負圧低が発報し、加えて地震により防火戸が
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閉となったため火災受信機が発報した。 
管理区域内で作業中だった職員等を含む施設関係者全員が、作業場所の安全確保を行った

後に施設外へ避難し、避難後の人員掌握により負傷者のないことを確認した。人員掌握の結

果及び施設の状況等については、ホットラボへ避難した施設管理統括者等へ直接口頭にて報

告した。併せて、施設の大まかな点検を外観観察により実施し、窓ガラスの破損等、管理区

域境界に関連した被害がないことを確認した。 
なお、津波の発生に伴う避難指示に対しては、当施設が高台(標高 25m)にあることから避

難は行わなかった。 
 

(3) 地震発生後の措置対応 
地震発生後、原子力科学研究所地震対応要領、地震後の施設点検マニュアルに定める施設

等の点検及び構内放送による施設の安全確認の指示に対応するため、第 2 研究棟を含めた事

故現場防護活動組織を編成し、施設管理者を含む関係者により管理区域内外の点検を行った。 
点検の結果、機械棟東側の管理区域境界の内外壁面の貫通破損及び排気ダクトの一部に破

損等に加え、実験室内では各装置等の移動・転倒、ガラス器具の破損等を確認した。これら

の確認結果をとりまとめ、施設管理統括者及び防護活動本部室の保安管理部員に報告した。

第 4 研究棟の主な被害状況を Table 2. 5 に示す。 
施設等の点検に際しては、電源スイッチ断の確認、水道及びガスボンベの基栓閉の確認等

を併せて実施し、安全確保に務めた。また、これらの点検は必ず 2 名一組で実施し、半面マ

スク及びヘルメットの着用を義務付けた。 
なお、点検に先立ち、商用電源の復旧の見通しが得られないこと、及び非常用電源の連続

供給に限界が見られることから、気体廃棄設備及び非常用電源設備の停止措置をとった。 
 

(4) その後の保安措置 
施設の計画停電後の保安措置は、以下のとおりである。地震発生時の措置状況に係る時

系列を Table 3. 5 に示す。 
 管理区域出入口の扉を施錠し、立入禁止とした。 
 機械棟東側の管理区域境界の内外壁面の貫通破損部については、ベニア板による外壁面

の仮補修を実施した。なお、仮補修が完了する 3 月 25 日までの間、破損部の汚染検査

を毎日実施し、汚染のない事を確認した。 
 実験室内については、全ての利用者による点検を実施し、3 月 28 日及び同 29 日に気体

廃棄設備が運転再開するまでの安全を確保した。また、この点検で地震によりフード及

び流しが移動したことにより塩ビ製の排気ダクト及び排水管に割れや破断が確認され

ため、アルミテープ等で仮補修等の措置を行った。 
 玄関については、出入口の渡り廊下が震災のため立入禁止となったため、正面扉を通行

止めとし、玄関東側の破損したガラス部を撤去し、仮設出入口を設置した。 
 気体廃棄気設備の運転が再開された 4 月 15 日（西棟のみ、東棟については 5 月 19 日）

までの間、管理区域出入口扉を施錠し、立入禁止とした。なお、点検等のために管理区
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域に入室する際には、タイベック、半面マスク及びヘルメットを着用し、2 名一組での

実施を義務付けた。 
 
3.6 JRR-3 実験利用棟（第 2 棟） 
(1) 地震発生時の運転状況 

地下中二階の中和槽の付近（管理区域）からの転落防止対策として、手摺りの設置準備を

3 名で実施していた（職員 2 名、請負業者 1 名）。 
 

(2) 地震発生時の措置対応 
地震発生直後に上述作業を直ちに中止し、請負業者を誘導のうえ屋外の管理棟避難場所に

避難した。この間、商用電源の遮断により副警報盤の建屋停電が発報し、気体廃棄設備が停

止したが、中央変電所からの非常用電源の受電により、バックアップ系統の気体廃棄設備が

自動で運転を再開した。 
また、避難行動中に照明が非常灯に切替わったが、施設関係者全員の施設外への避難と負

傷者のないことを人員掌握により確認し、上述作業を中止し解散した。人員掌握に係る報告

は、固定電話、携帯電話がともに不通のため、施設管理者の居るプルトニウム研究棟に自家

用車で移動したうえで、人員掌握結果及び施設の状況等を報告した。 
なお、津波の発生に伴う避難指示に対しては、当施設が高台(標高 25m)にあることから避

難は行わなかった。 
 
(3) 地震発生後の措置対応 

震発生後、原子力科学研究所地震対応要領、地震後の施設点検マニュアルに定める施設等

の点検及び校内放送による施設の安全確認の指示に対応するため、事故現場防護活動の組織

をプルトニウム研究 1 棟に編成した。 
特定施設、放管設備、各実験室等に関する点検の結果、管理区域の閉じ込め機能を損なう

破損もなく、二次災害につながる異常がない事を確認するとともに、関係者による電源の遮

断、水道栓の閉止等の安全措置及び点検を実施した。これらの点検結果をとりまとめ、施設

管理統括者及び防護活動本部室の保安管理部員に報告した。JRR-3 実験利用棟(第 2 棟)の主

な被害状況を Table 2. 6 に示す。 
なおこの間に、商用電源の復旧の見通しが得られないこと及び非常用電源の連続供給に限

界が見られることから、気体廃棄設備及び非常用電源設備を停止した。そのため、入室に際

しては、半面マスクを着用し懐中電灯を持参した。 
 

(4) その後の保安措置 
施設の計画停電後の保安措置は、以下のとおりである。地震発生時の措置状況等に係る時

系列を Table 3. 6 に示す。 
 気体廃棄設備の停止に対応するため、管理区域出入口等に目張り措置を施した。 
 管理区域の出入口扉を施錠し、「立入禁止」表示を行った。 



JAEA-Review 2011-048 

- 11 - 

 管理区域内への入室に際しては、気体排気設備が運転再開される 4 月 25 日までの間、

タイベックスーツ及び半面マスクの着用を義務付けた。 
 
3.7 高度環境分析研究棟 
(1) 地震発生時の運転状況 

地震発生時、当該施設は通常運転中であり、平成 23 年 3 月高度環境分析研究棟利用・作

業・運転予定に基づき、クリーンルーム内での IAEA 保障措置環境試料分析後の実験器具等

の後片付け、排気機械室(1)及び廃液貯槽室内での管理区域壁の塗装工事、及び建家屋上での

冷凍機の更新工事を実施していた。 
 

(2) 地震発生時の措置対応 
地震発生直後に発生した商用電源の遮断により、運転中の全ての設備機器が停止し、安全

警報設備の停電警報が発報した。これに伴い、クリーンルーム内の清浄度維持のための非常

用発電機（以下「クリーンルーム用非常用発電機」）が自動起動し、施設の必要 小限の設備

機器に対して給電を開始した。クリーンルーム用非常用発電機からの給電により、機器分析

エリアを除くクリーンルーム内の排気系統等の運転と、放射線モニタ監視盤（ダストモニタ

による測定）の監視等が継続され、地震発生直後の施設の安全を確保した。 
放射化学研究グループリーダー（以下「グループリーダー」）の指示により、前項の作業を

中止し、取扱い中の劇毒物薬品の処置、分析機器及び持ち場の安全を確保した後、全ての施

設内立ち入り者が、施設の北側駐車場に退避した。その後、グループリーダーの指示のもと、

人員掌握及び人身被害状況の把握を行うとともに、分任施設管理者として、可能な限り施設

の現状把握に努めた。 
グループリーダーは、掌握不明者及び負傷者がいなかったこと、及び地震発生直後の施設

の運転状況等について、施設管理者及び掌握責任者（原子力基礎工学研究部門研究推進室）

に報告した。これを受けて、施設管理者は施設管理統括者に報告した。 
 
(3) 地震発生後の措置対応 

地震発生後、当該施設においては、余震の発生頻度と震度が減少したことを契機に、施設

管理統括者等から原子力科学研究所地震対応要領で定める施設等の点検を開始するよう指示

があり、一時避難した施設内立ち入り者を呼び戻し、施設等の点検を開始した。 
施設の管理区域については、放射線モニタ監視盤の指示値に異常のないことを確認した後、

点検者が半面マスク等の所定保護具を着用し室内の空間線量当量率測定を行いながら、サー

ビスエリア側からクリーンルーム側へと段階的な立ち入り点検を実施した。 
また、非管理区域については、コールド実験室及び建屋周辺等の点検を実施した。その結

果、給排気系配管にき裂等の被害を確認したが、地震発生後の放射線モニタ監視盤の指示値

や地震発生時の作業状況等から、環境への放射性物質の放出はないものと判断するとともに、

火災の発生等はなかったことが確認された。これらを施設管理者及び防護活動本部室の保安

管理部員に報告し、これを受けて施設管理者は施設管理統括者に報告した。施設等の点検に
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よる高度環境分析研究棟の主な被害状況を Table 2. 7 に示す。 
その後、地震の影響による施設の被害状況から、クリーンルーム内の清浄度維持が困難と

なったため、以下に示す施設の計画停電時の保安措置を実施した。これらの措置の完了確認

をもって、クリーンルーム用非常用発電機を停止し施設を停電にした。 
 分析機器類が安全に停止していることを確認した。 
 分析試料等が所定場所に収納又は保管されていることを確認した。 
 放射線モニタ監視盤の指示値に異常のないことを確認した。 
 施設関係者以外の管理区域内立ち入りを禁止した。 

 
(4) その後の保安措置 

施設の計画停電後の保安措置は、以下のとおりである。地震発生時の措置状況等に係る時

系列を Table 3. 7 に示す。 
 地震により被災した給排気系配管の管理については、配管の修復が終了する 4 月 22 日

までの間、日常点検による監視を実施した。 
 受変電設備が正常に復帰した後も、負荷側の設備機器等の絶縁抵抗測定が終了する 3 月

24 日までの間、関係する分電盤等の個々のブレーカーを断にした。 
 管理区域立ち入り作業時においては、給排気設備が運転再開された 5 月 9 日（クリーン

ルームについては 8 月 29 日）までの間、作業者にクリーンスーツ等の身体保護具や半

面マスクの着用を義務付けて作業を実施した。 
 施設の緊急時通報連絡体制については、高度環境分析研究棟勤務時間外通報連絡系統図

に従い、対応するよう再確認した。 
 
3.8 第 2 研究棟 
(1) 地震発生時の運転状況 

地震発生時、当該施設の第 2 種管理区域内(実験室)での作業はなかった。また、密封 RI
は、貯蔵箱に保管中であった。 

 
(2) 地震発生時の措置対応 

地震発生直後、施設関係者全員が居室（非管理区域）より施設外へ避難し、各部での人員

掌握により全員の避難と負傷者のないことを確認した。当該施設は、気体排気設備を持たな

い第 2 種管理区域のみを有する施設であるため、特に緊急の措置等を要しなかったが、安全

確認のため、建屋外からの点検を実施し火災等の発生がないことを確認した。 
なお、津波の発生に伴う避難指示に対しては、当施設が高台(標高 22m)にあることから避

難は行わなかった。 
 
(3) 地震発生後の措置対応 

地震発生後、原子力科学研究所地震対応要領、地震後の施設点検マニュアルに定める施設

等の点検及び構内放送の施設の安全確認の指示に対応するため、事故現場防護活動組織を第
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4 研究棟に編成した。 
管理区域内外の点検の結果、118-120 号室の天井板を押さえるために載せてあった石の天

井裏からの落下、及び 346-348号室のしゃへい体のパラフィンブロックにずれを確認したが、

いずれも閉じ込め機能及び遮へい機能に影響を及ぼすような重篤な被害ではないため、通常

の管理区域扉の施錠管理のみを実施し、その他の特別な措置対応は行わなかった。これらの

点検結果をとりまとめ、施設管理統括者及び防護活動本部室の保安管理部員に報告した。第

2 研究棟の主な被害状況を Table 2. 8 に示す。 
 

(4) その後の保安措置 
その後の施設の保安措置は、以下のとおりである。地震発生時の措置状況等に係る時系列

を Table 3. 8 に示す。 
 118-120 号室天井板の押さえ石の落下については、今後の余震に備えるため、予め残り

の石を撤去した。 
 
3.9 環境シミュレーション試験棟 
(1) 地震発生時の運転状況 

地震発生時、当該施設は通常運転中であり、環境シミュレーション試験棟月間運転計画（平

成 23 年 3 月）に基づき、当該施設の管理区域内及びコールド実験室等での作業は実施して

おらず、各自居室においてデスクワークを実施していた。 
 

(2) 地震発生時の措置対応 
地震発生直後に発生した商用電源の遮断により、運転中の全ての設備機器が停止し、安全

警報設備の停電警報が発報した。これに伴い、構内の共用 E 系電源より施設の必要最小限の

設備機器に対して給電が行われ、グローブボックスの常用負圧の維持等が継続され、地震発

生直後の施設の安全を確保した。 
また、廃棄物安全研究グループリーダー（不在）に代わり研究グループ安全衛生管理担当

者等の指示により、持ち場の安全を確保した後、全ての施設内立ち入り者が、施設の玄関前

駐車場に退避した。その後、研究グループ安全衛生管理担当者の指示のもと、人員掌握及び

人身被害状況の把握を行うとともに、可能な限り施設の現状把握に努めた。さらに茨城県沿

岸に大津波警報が発令されたとの情報を受けたため、施設の出入口を施錠し、施設内立ち入

り者は、高所のプルトニウム研究 1 棟前駐車場に一時避難した後、施設管理者、掌握責任者

（安全研究センター研究計画調整室）に掌握不明者及び負傷者がいなかったこと、及び地震

発生直後の施設の運転状況等について報告した。これを受けて、施設管理者は施設管理統括

者に報告した。 
なお、津波による当該施設への影響はなかった。 

 
(3) 地震発生後の措置対応 

地震発生後、当該施設においては、余震の発生頻度と震度が減少したことを契機に、施設
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管理統括者等から原子力科学研究所地震対応要領で定める施設等の点検を開始するよう指示

があり、一時避難した施設内立ち入り者を施設の玄関前駐車場に呼び戻し、施設等の点検を

開始した。 
施設の管理区域については、半面マスク等の所定保護具を着用し室内の空間線量当量率測

定を行いながら点検を実施した。また、非管理区域については、コールド実験室及び建屋周

辺等の点検を実施した。その結果、管理区域境界壁にき裂等の被害を確認したが、地震発生

後の室内空間線量当量率測定結果や地震発生時の作業状況等から、環境への放射性物質の放

出はないものと判断するとともに、火災の発生等はなかったことを確認した。これらを施設

管理者及び防護活動本部室の保安管理部員に報告した。これを受けて、施設管理者は施設管

理統括者に報告した。施設等の点検による環境シミュレーション試験棟の主な被害状況を

Table 2. 9 に示す。 
その後、地震の影響による施設の被害状況から、グローブボックスの運転が困難となった

ため、以下に示すグローブボックスの運転停止時の安全確認を実施した。これらの完了確認

をもって構内の共用 E 系電源からの給電を停止した。 
 放射性物質の閉じ込め機能に影響を与える、グローブボックスの損傷等がないことを確

認した。 
 管理区域内の空間線量当量率測定の指示値に異常のないことを確認した。 

 
(4) その後の保安措置 

構内の共用 E 系電源停止後の保安措置は、以下のとおりである。地震発生時の措置状況等

に係る時系列を Table 3. 9 に示す。 
 地震により被災した管理区域境界壁の管理については、壁の応急措置が終了した 6 月 21
日までの間、日常点検による監視を実施した。 

 3 月 15 日に受変電設備が正常に復帰した後も、負荷側の設備機器等の絶縁抵抗測定が終

了した 4 月 19 日までの間、関係する分電盤等の個々のブレーカーを断にした。 
 管理区域立ち入り作業時においては、給排気設備が運転再開された 7 月 1 日までの間、

作業者に特殊作業衣及びタイベックスーツ等の身体保護具や半面マスクの着用を義務

付けて作業を実施した。 
 施設関係者以外の管理区域内立ち入りを禁止した。 
 施設の緊急時通報連絡体制については、環境シミュレーション試験棟勤務時間外通報連

絡系統図に従い、対応するよう再確認した。 
 
3.10 ウラン濃縮研究棟 
(1) 地震発生時の運転状況 

地震発生時、当該施設では、管理区域の廃止に向け、当該施設に保管された核燃料物質を

ホットラボでの未照射核燃料一括管理施設に移設するための作業として、核燃料物質の所有

者である職員 1 名が請負業者 9 名とともに、建家に保管されている核燃料物質の内容物確認

及び詰め替え作業を実施していた。当該作業は、117 号室実験室（管理区域）に設置された
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グリーンハウス内で、タイベックスーツ及び全面マスクを装着のうえ実施していた。 
 

(2) 地震発生時の措置対応 
地震発生直後、地震発生を感知した職員は、請負業者に作業中止及び屋外避難を指示した。

グリーンハウス内で作業中であった請負業者は、グリーンハウス前面で防護装備を脱装のう

え、管理区域入口にて衣服を着替え、職員の誘導指示に従い屋外に避難した。この避難行動

中に商用電源の遮断が発生し、照明が非常灯に切替わったが、請負業者を含む施設関係者全

員が負傷することなく建屋外へ避難したことを、人員掌握により確認した。これをもって、

請負業者には前述作業の中止及び帰社を指示して解散した。 
この間、商用電源の遮断により、副警報盤の建屋停電が発報し、気体排気設備が停止した

が、当該施設は気体排気設備を運転するための非常用電源系を有していないため、気体排気

設備は停止状態のままとなった。 
津波の発生に伴う避難指示に対しては、当施設が低地(標高 10m)にあることから、施設在

住者全員が、JRR-3 実験利用棟（第 2 棟）や第 3 研究棟方面の高台に避難し、各自人員掌握

の報告を行った。なお、当施設への津波による影響はなかった。 
 
(3) 地震発生後の措置対応 

地震発生後、原子力科学研究所地震対応要領、地震後の施設点検マニュアルに定める施設

等の点検及び構内放送の施設の安全確認の指示に対応するため、事故現場防護活動の組織を

プルトニウム研究 1 棟に編成した。 
管理区域内外の点検の結果、管理区域の閉じ込め機能を損なう破損もなく、二次災害につ

ながる異常がない事を確認した。これに併せて、特定施設、放管設備、各実験室等について、

関係者による電源の遮断、水道栓の閉止等の安全措置及び点検を実施し、特に作業中であっ

たグリーンハウスについては、慎重に閉鎖措置を行った。点検のための入室に際しては、気

体廃棄設備が停止しているため、半面マスクを着用し懐中電灯を持参した。これらの点検結

果をとりまとめ、施設管理統括者及び防護活動本部室の保安管理部員に報告した。ウラン濃

縮研究棟の主な被害状況を Table 2. 10 に示す。 
 

(4) その後の保安措置 
施設の停電後の保安措置は、以下のとおりである。地震発生時の措置状況等に係る時系列

を Table 3. 10 に示す。 
 管理区域出入口に「立入禁止」表示を行った。 
 5 月 10 日に気体廃棄設備が運転再開されるまでの間、管理区域入室に際してはタイベッ

クスーツ及び半面マスクの着用を義務づけた。 
 
3.11 核燃料倉庫 
(1) 地震発生時の運転状況 

地震発生時、給排気設備は運転中であったが、当該施設においては常駐している者はおら
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ず、巡視点検及び管理区域内の作業の実施もなかったため、当該施設に立入者はいなかった。 
 

(2) 地震発生時の措置対応 
地震発生直後に商用電源が停電し、運転中の全ての設備機器が停止したが、当該施設に立

入者がいなかったため、措置対応の必要は特になかった。 
 
(3) 地震発生後の措置対応 

施設管理統括者からの施設点検の指示に基づき、原子力科学研究所地震対応要領で定める

施設等の点検を実施した結果、閉じ込め機能及び遮へい機能に影響を及ぼすような重篤な被

害は確認されなかった。これらの点検結果をとりまとめ、施設管理統括者及び防護活動本部

室の保安管理部員に報告した。地震発生時の措置状況等に係る時系列を Table 3. 11 に示す。 
 

(4) その後の保安措置 
被害が確認されなかったため、特に保安措置は実施しなかったが、施設関係者以外の管理

区域内立ち入りを禁止した。 
 

4 まとめ 

各施設において、人員掌握、安全確保、保安強化について、迅速かつ適切に行われた結果、放

射性物質の施設外への漏えい等はなかった。また、ホット試験施設管理部長の安全衛生パトロー

ル等において、大規模地震に対する事前の取り組みが周知徹底されており、キャビネットの転倒、

物の落下等による怪我、避難通路の閉塞もなかったことを特筆する。 
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Table 2. 1 施設等の点検による主な被害状況（燃料試験施設） 

被災した設備等 被害の詳細 

試験棟 上部の窓ガラス 試験棟 上部の窓ガラス 3 枚が破損 
サービスエリア 燃料貯蔵プールの水がスロッシングによりプール周辺に飛散 
東側ドライエリア 工業用水の配管が破損し、共同溝より地下ドライエリアへ流入 

 

Table 2. 2 施設等の点検による主な被害状況（WASTEF） 

被災した設備等 被害の詳細 

建家周辺の地盤 建家周辺の南側及び西側の地盤沈下 
ガスボンベ置き場土台 建家の南側外壁に設置されたガスボンベ置き場土台の陥没 

電線カバー ローディングエリアの南側外壁の電線カバーの位置ずれ 

小屋 建家の北西側外壁に設置された小屋の傾き 

暖房設備用蒸気環水配管 地階コールド機械室に設置された蒸気環水配管が破損 

 

Table 2. 3 施設等の点検による主な被害状況（ホットラボ） 

被災した設備等 被害の詳細 

主排気筒基部 主排気筒基部（RC 構造）の亀裂 

建家 旧館と新館のつなぎ部（管理区域境界）の一部が破損 

窓ガラス 管理区域境界の窓ガス（縦 0.7×横 1m 2 枚）が破損 

建家廊下 管理区域境界の床の一部に亀裂 

冶金サービスルーム 冶金サービスルーム柱の一部が破損 

天井走行クレーン 
冶金サービスルーム及び化学サービスルームの天井走行クレー

ンの走行レール支持部が損傷（所定位置で停止を確認） 
廃液貯槽室 1 防液堤及び防

液堤 
廃液貯槽室 1 防液堤及び廃液貯槽下部の床面に亀裂 

気体廃棄設備・排気ダクト 地下排風機室の排気第 15 系統塩ビ製ダクトの一部に亀裂 

 

Table 2. 4 施設等の点検による主な被害状況（プルトニウム研究 1 棟） 

被災した設備等 被害の詳細 

管理区域内排気ダクト配管 
機械室及び実験室(105、106、107、108 号室)の排気系統の塩ビ

製ダクトの破損 
エアコン配管の壁貫通部 室外機設置場所の地盤沈下により、配管壁貫通部に隙間が発生 
建家内壁の亀裂 建家の随所に亀裂が発生 
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Table 2. 5 施設等の点検による主な被害状況（第 4 研究棟） 

被災した設備等 被害の詳細 

東機械棟 東側管理区域境界

壁面 
管理区域境界壁のボードが内面及び外面が破損、貫通部発生 

玄関、渡り廊下 玄関のガラスの破損、支柱の破損等 
機械棟及び実験室の排気ダ

クト 
排気ダクト・接続部の破損、吊り金具のずれ・脱落等 

実験室の実験装置等 
実験機器・ボンベ・器具類の転倒及び精製水・機械オイル等の

漏洩等 
実験室の液体廃棄設備 フード及び流し台の移動による塩ビ排水管の破断等 

機械棟西棟： 地盤沈下によりシャッタ前スロープ破損、雨水

排水管・一般排水管及び本体接続部貫通の破損建家及び埋設排水管 
機械棟東棟： 東棟セミホット廃液貯槽一般排水管 

 

Table 2. 6 施設等の点検による主な被害状況（JRR-3 実験利用棟（第 2 棟）） 

被災した設備等 被害の詳細 

フードの排水管 
103、105 号室のフード（H001，H002）の移動による塩ビ製排

水管の破損 

 

Table 2. 7 施設等の点検による主な被害状況（高度環境分析研究棟） 

被災した設備等 被害の詳細 

給排気系配管 
塩化ビニル製給気ダクトの接合部の隙間、及びクリーンルーム

用排気ダクトのき裂及び脱落 
暖房設備用温水エア抜き配

管 
給気機械室に設置された暖房設備用温水エア抜き配管のひび割

れ 

建家周辺の地盤 建家周辺の南西側及び西側の地盤沈下 

 

Table 2. 8 施設等の点検による主な被害状況（第 2 研究棟） 

被災した設備等 被害の詳細 

118-120 号室 天井板 天井板を押さえるために載せてあった石が天井裏から落下 
346-348 号室 しゃへい体 パラフィンブロックのずれ 
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Table 2. 9 施設等の点検による主な被害状況（環境シミュレーション試験棟） 

被災した設備等 被害の詳細 

管理区域境界壁 試験ホールの管理区域境界壁の内、北側及び南側の壁面のき裂 
建家周囲のコンクリート仕

切り壁 
建家西側に設置されたコンクリート仕切り壁のはく離 

建家周辺の地盤 建家東側、北側及び西側の地盤沈下 

 

Table 2. 10 施設等の点検による主な被害状況（ウラン濃縮研究棟） 

被災した設備等 被害の詳細 

天井走行クレーン 
電力供給用トロリ線の脱落及び走行レール（H 鋼）固定用アン

カーの浮上り 

 

Table 2. 11 施設等の点検による主な被害状況（核燃料倉庫） 

被災した設備等 被害の詳細 

特になし － 
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Table 3. 1 地震発生時の措置状況等に係る時系列（燃料試験施設） 

時刻 対応状況 
平成 23 年 3 月 11 日 

14:46 東北地方太平洋沖地震発生 
15:00 人員掌握を行い人員掌握担当課長（業務課長）に報告 
15:33 茨城県沿岸に大津波警報発令のため、全員、ホットラボに避難 
17:05 施設管理統括者より施設点検開始の指示あり 
17:25  施設点検を開始 

 試験棟の窓ガラス破損、プール水の飛散、ドライエリアの漏水を確認。直

ちに、施設管理統括者に報告 
 飛散したプール水を紙ウエスで吸水 
 破損した試験棟窓ガラス周辺の表面汚染検査 

 異常なし 
 ドライエリアへ流入している工業用水をドレンサンプ No.1 排水ポンプで排水

開始 
 施設の給排気運転の停止に向け、安全確保のための措置を実施 
 被害状況を現地対策本部に提出（持参） 

19:30 
 施設の給排気運転を停止 

 非常用発電機は、ドレンサンプ No.1 排水ポンプ運転のため継続運転 
19:33  空気圧縮機の運転を停止 

平成 23 年 3 月 12 日 

0:00  消防ポンプ車によるドライエリアの排水開始 

1:30  消防ポンプ車によるドライエリアの排水終了 
11:30  放管モニタ停止 

 工業用水の漏水が停止し事象終息の目処が立ったため、非常用発電機の運転を

停止 

12:30  ガソリン発電機でドレンサンプ No.1 排水開始 
13:30  ドレンサンプ No.1 排水終了 

 泊まり込みによる 24 時間監視体制を構築 

平成 23 年 3 月 13 日 

10:30  プール水飛散箇所をビニールシートで養生し、汚染拡大を防止。 
 サービスエリア床面汚染検査により異常なしを確認 

11:05  サービスエリアの空気サンプリング（簡易ダストサンプラ運転） 
 異常なし 

平成 23 年 3 月 14 日 
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12:30  破損した窓ガラスの外側をブルーシートで養生 
 ドレンサンプ No.1 への雨水流入を防ぐため、ドライエリアをブルーシートで

養生 
平成 23 年 3 月 15 日 

7:18  福島第 1 原子力発電所の事故に伴い、モニタリングポスト指示値上昇 
11:30  受電開始 

 副警報盤、自動火災受信機等の機能が回復したことを確認したため、泊まり込

みによる監視体制を解除 
17:45  破損した窓ガラスの内側から段ボールで開口部を閉塞し、応急措置を完了 
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Table 3. 2 地震発生時の措置状況等に係る時系列（WASTEF） 

時刻 対応状況 
平成 23 年 3 月 11 日 

14:46  東北地方太平洋沖地震発生 
 商用電源の遮断 
 安全警報設備及び火災受信機の警報発報 
 非常用電源設備の起動 

14:50  施設の玄関前駐車場に退避 
 人員掌握、人身被害状況及び施設の現状把握 

15:00  放射線モニタ監視盤の指示値確認 
 異常なし 

15:02  施設周囲の地盤沈下確認 
 グローブボックス No4 等のアルゴンガス循環精製装置のガスボンベ置き場土

台の陥没確認 
15:12  茨城県沿岸に大津波警報発令 

 施設内立ち入り者がホットラボ又はプルトニウム研究 1 棟前駐車場（施設管理

者等の緊急時対応要員のみ）に一時避難 
15:32  施設管理統括者等に人員掌握、人身被害状況及び地震発生直後の施設の運転状

況等について報告 
15:55  施設等の点検開始 

 地階コールド機械室内の点検開始 
 暖房設備用蒸気環水配管の破損確認 
 配管内蒸気の噴出による火災検知機の発報と判明 

16:00  その他の点検区域の点検開始 
 ローディングエリア外壁の電線カバーの位置ずれ確認 
 小屋の傾き確認 

16:01  総務課の自動車巡回により必要 小限の保安要員を残し一時避難の指示 

16:10  暖房設備の蒸気供給用主弁閉止 
17:13  施設全域の表面汚染検査及び空間線量当量率測定実施 

 異常なし 
18:12  本体、特定及び放管施設の担当者間で施設の計画停電時の保安措置検討 
18:17  施設等の点検が終了し施設管理統括者に報告 

 施設管理統括者等に施設の計画停電時の保安措置に係る検討結果について報

告 
18:45  防護活動本部室の保安管理部員に施設等の点検結果について報告 
19:13  施設の計画停電時の保安措置開始 
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19:17  給排気設備の運転停止 
 放射線モニタ監視盤の停止 

20:02  施設の計画停電時の保安措置終了 

20:27  非常用電源設備の運転停止 
 施設等の安全確認後、解散の指示 
 ホット材料試験課長は、保安要員による 24 時間監視体制を構築 

平成 23 年 3 月 12 日 

― 
 施設等の点検を実施 

 異常なし 

平成 23 年 3 月 13 日 

― 
 施設等の点検を実施 

 異常なし 

平成 23 年 3 月 14 日 

― 
 施設等の点検を実施し 

 異常なし 
18:02  施設の高圧電源復電 
18:10  施設の低圧電源復電 

 復電後の施設内点検 
 異常なし 

18:40  施設の安全警報設備及び火災受信機等の機能回復 

平成 23 年 3 月 15 日 

7:18  福島第 1 原子力発電所の事故に伴い、モニタリングポスト指示値上昇 
 施設等の点検を実施 

 異常なし 
 施設管理統括者の指示により 24 時間監視体制の解除 
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Table 3. 3 地震発生時の措置状況等に係る時系列（ホットラボ） 

時刻 対応状況 
平成 23 年 3 月 11 日 

14:46 東北地方太平洋沖地震発生 
15:01 人員掌握結果を人員掌握担当課長（業務課長）に報告 
16:00  施設点検を開始 

 主排気筒基部亀裂 
 旧館と増築した新館とのつなぎ部（管理区域境界）の一部が破損 
 管理区域境界の窓ガラス（縦 0.7×横 1m 2 枚）が破損等 

 管理区域内汚染検査を実施 
 汚染なし 

 窓ガラスの破損箇所については、ベニア板で仮補修 
 非常用発電機を計画的に停止するため、管理区域境界扉の目張り等、安全確保

のための措置を実施 
 被害状況を現地対策本部に提出(持参)及び施設管理統括者に報告 

18:23  給排気運転停止、非常用発電機停止 
19:15  ホットラボ建家の受電遮断器（F62-4-01 遮断器）を開いた 

19:30  直流電源停止 
21:05  施設安全確認後解散の指示有り 

 未照射燃料管理課長は保安要員による 24 時間監視体制を構築 

平成 23 年 3 月 12 日 

14:00  ホットラボ建家点検 
 被害状況の変化なし 

平成 23 年 3 月 13 日 

8:30  ホットラボ建家点検 
 被害状況の変化なし 

 ホットラボ危険区域ロープ補修（建家外周） 
平成 23 年 3 月 14 日 

9:00  ホットラボ建家点検 
 被害状況の変化なし 

10:00  旧館と新館とのつなぎ部の一部損壊箇所をブルーシートにて養生（終了 14:00）
12:50  震度 4 後の点検結果を現地対策本部に報告 

 ホットラボ建家点検  
 被害状況の変化なし 

平成 23 年 3 月 15 日 
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9:00  ホットラボ危険区域追加ロープ敷設（建家外周） 

10:00 
 ホットラボ建家点検 

 被害状況の変化なし 

10:34 
 受電開始 
 副警報盤、自動火災受信機等の機能が回復したことを確認したため、24 時間監

視体制を解除 
10:50  商用電源復電後の建家内点検（非管理区域）→異常なし 

11:00 
 貯蔵室 A、B（管理区域）の点検及び汚染検査 

 汚染なし、線量当量率変化なし 
17:30  解散 
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Table 3. 4 地震発生時の措置状況等に係る時系列（プルトニウム研究 1 棟） 

時刻 対応状況 
平成 23 年 3 月 11 日 

14:46  東北地方太平洋沖地震発生 
 地震発生に伴い、商用電源が遮断 

 建家集中監視盤及び副警報盤が発報（部屋系、装置系の負圧異常が発生）

14:47  停電に伴い、非常用発電機（EG）起動 
 給排気設備が復旧 

14:55  玄関前にて人員掌握を実施 
15:00  事故現場防護活動組織の編成（プルトニウム研究 1 棟会議室） 
15:00  管理区域内・外点検 
15:00  放管モニタ打点の確認 

 異常なし 
15:02  外周り点検により、地面の隆起陥没を確認 
15:32  人員掌握、施設点検結果を施設管理統括者（業務課長）へ連絡 

 建家内の構内放送を確認 
① 大津波警報発令のため高台への避難指示 
② 業者及び施設・保安業務関係者以外の職員の帰社指示 
③ 施設の安全確認と報告の指示 

17:05  管理区域内分電盤の遮断及びその他の安全確認指示（半面マスク、黄色実験衣）

17:10  放射線管理第 2 課、施設点検 
 異常なし 

17:13  放管モニタ（エリアモニタ） 
 異常なし 

17:30  本体施設、安全点検終了 
 建家周辺・地盤沈下、亀裂等を確認 
 塩ビ製排気ダクト（排気 11 系統）の脱落（105 号室）を確認 

17:45  利用研究 Gr 安全点検終了 
 実験装置類の移動・転倒・落下等を確認 
 塩ビ製排気ダクト 8 系統、10 系統接合部の破損（108 号室）確認 

18:12  非常用電源の連続運転が困難なため、計画停電の検討(本体、特定、放管) 
 保安措置：管理区域境界の扉周囲に目張りの実施を決定 

18:17  施設管理統括者へ、非常用電源設備を停止するため、保安措置後に気体廃棄設

備を停止する旨を報告 
19:00  管理区域扉等に目張りを実施(計 11 か所) 
21:12  気体廃棄設備停止 
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21:40  非常用発電機停止 
 地震後点検終了 

 施設管理統括者に報告 
 被害状況調査報告票〔点検速報〕を現地対策本部へ提出 

21:45  当日、解散・帰宅 
 商用電源の遮断のため、保安要員による 24 時間監視体制を設定 

平成 23 年 3 月 12～13 日 

―  外周部の施設点検 異常なし 
平成 23 年 3 月 14 日 

― 
 外周部の施設点検 異常なし 
 商用電源の復旧に伴い警報設備が復旧したため、夜間の常駐監視を終了 

 火災受信機が復旧していないため、夜間は定期的な点検を実施 
平成 23 年 3 月 15 日 

―  外周部の施設点検 異常なし 
平成 23 年 3 月 16 日 

― 
 外周部の施設点検 異常なし 
 火災受信機が復旧したため、保安要員による監視体制を解除 
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Table 3. 5 地震発生時の措置状況等に係る時系列（第 4 研究棟） 

時刻 対応状況 
平成 23 年 3 月 11 日 

14:46  東北地方太平洋沖地震発生 
 地震発生に伴い、商用電源が停止 

 気体廃棄設備全停止 
 副警報盤、火災報知機（防火戸閉のため）が発報、玄関破損を確認 

 非常用電源系 受電 
 自動でバックアップ系の気体廃棄設備運転再開（西棟：排気運転のみ、東

棟：給排気運転） 
 特定施設・設備点検開始(人員掌握後) 

15:00  施設内からの全員退避及び負傷者がいないことを確認 
 事故現場防護活動組織の編成 
 東機械棟東側管理区域境界壁面の貫通開口部確認 

 汚染検査により汚染なしを確認(19:20) 
15:30 頃  気体廃棄設備全停止 

 非常用電源系 受電停止 
15:33  茨城県沿岸に大津波警報発令 

16:30 頃  特定施設・設備 点検終了 
 排気ダクトの一部に破損等を確認 
 地下給水配管から水漏れ(少量)を確認 給水弁閉鎖  

17:00  実験室内 点検開始   ( 2 名一組で半面マスク・ヘルメット着用して実施) 
 各装置等の移動・転倒、ガラス器具の破損等を確認 

19:30  地震後点検 終了  施設管理統括者に報告 
 被害状況調査報告票〔点検速報〕を現地対策本部へ提出 

21:45  解散・帰宅 
平成 23 年 3 月 14～15 日 

―  外周部の施設点検 異常なし 
平成 23 年 3 月 16 日 

― 
 外周部の施設点検 異常なし 
 商用電源の復旧に伴い副警報盤及び火災受信機が復旧 
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Table 3. 6 地震発生時の措置状況等に係る時系列（JRR-3 実験利用棟（第 2 棟）） 

時 刻 対 応 状 況 
平成 23 年 3 月 11 日 

14:46  東北地方太平洋沖地震発生 
 地下・中和槽の手摺設置作業を直ちに中止 
 本体職員は、保全課員及び業者を誘導・避難 (職員：2 名、業者：1 名) 
 地下から汚染検査室に避難した時、停電と気体廃棄設備が停止 
 非常用電源系 受電 

 自動でバックアップ系の気体廃棄設備運転再開 
 屋外に避難し、職員及び業者全員の安全を確認 

14:35  施設保全課員に作業中止を告げ、解散 
14:40  施設担当者は施設管理者（課長）への電話が不通のため、防護活動組織が編成

されたプルトニウム研究 1 棟へ移動 
14:55  施設担当者がプルトニウム研究 1 棟に到着、人員掌握及び施設の状況を報告 
15:45  構内放送により、 

① 業者及び施設・保安業務関係者以外の職員の帰社指示 
② 大津波警報発令のため高台への避難指示 
③ 施設の安全確認と報告の依頼 

16:00 頃  気体廃棄設備全停止 
 非常用電源系 受電停止 

16:32  電源ブレーカーの遮断の実施及び施設点検結果 
 特定施設：異常なし 
 放射線管理設備：異常なし 
 実験室：試験装置の移動を確認、純粋製造器（107 号室）床に落下し、床

面へ水漏れ発生 
17:35  地震後点検 終了 

 施設管理統括者に報告 
 被害状況調査報告票〔点検速報〕を現地対策本部へ提出 
 管理区域出入口の立入禁止表示 

21:45  当日、解散・帰宅 

平成 23 年 3 月 14 日 

―  外周部の施設点検 異常なし 

平成 23 年 3 月 15 日 

― 
 外周部の施設点検 

 異常なし 
 商用電源の復旧に伴い副警報盤及び火災受信機が復旧 
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Table 3. 7 地震発生時の措置状況等に係る時系列（高度環境分析研究棟） 

時刻 対応状況 
平成 23 年 3 月 11 日 

14:46  東北地方太平洋沖地震発生 
 商用電源の遮断 
 安全警報設備の警報発報 
 クリーンルーム用非常用発電機の起動 
 施設の北側駐車場に退避 
 人員掌握、人身被害状況及び施設の現状把握 
 放射線モニタ監視盤の指示値確認 

 異常なし 
 掌握責任者に人員掌握、人身被害状況及び施設の運転状況等について報告 

16:30  施設等の点検開始 
 給排気系配管のき裂等確認 
 暖房設備用温水エア抜き配管のひび割れ確認、温水供給用主弁閉止 
 施設周辺の地盤沈下確認 

 本体、特定及び放管施設の担当者間で施設の計画停電時の保安措置検討 
 施設管理者に人員掌握、人身被害状況及び施設の運転状況等について報告 
 施設の計画停電時の保安措置開始 

18:00  施設等の点検終了 
 施設の計画停電時の保安措置終了 
 施設管理者に施設等の点検結果及び計画停電時の保安措置終了について報告 
 防護活動本部室の保安管理部員に施設等の点検結果について報告 
 給排気設備の運転停止 
 放射線モニタ監視盤の停止 
 クリーンルーム用非常用発電機の運転停止 

18:17  施設管理統括者に施設等の点検結果及びクリーンルーム用非常用発電機の運

転停止等について報告 
平成 23 年 3 月 16 日 

11:32  施設の高圧電源復電 

13:30  施設の低圧電源復電 

― 
 復電後の施設内点検 

 異常なし 
平成 23 年 3 月 23 日 

―  施設の安全警報設備及び火災受信機の機能回復 
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Table 3. 8 地震発生時の措置状況等に係る時系列（第 2 研究棟） 

時刻 対応状況 
平成 23 年 3 月 11 日 

14:46  東北地方太平洋沖地震発生 
 地震発生に伴い、商用電源が遮断 

15:30 頃  余震のために建家外から火災等の発生を点検 
 異常なし 

15:33  茨城県沿岸に大津波警報発令 
17:05  構内放送で施設点検開始の指示あり 

18:00 頃  管理区域内点検 
 地震後点検 終了 

 施設管理統括者に報告 
 被害状況調査報告票〔点検速報〕を現地対策本部へ提出 

21:45  解散・帰宅 
平成 23 年 3 月 14～15 日 

―  外周部の施設点検 異常なし 
平成 23 年 3 月 16 日 

― 
 外周部の施設点検 

 異常なし 
 商用電源の復旧に伴い副警報盤及び火災受信機が復旧 
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Table 3. 9 地震発生時の措置状況等に係る時系列（環境シミュレーション試験棟） 

時刻 対応状況 
平成 23 年 3 月 11 日 

14:46  東北地方太平洋沖地震発生 
 商用電源の遮断 
 安全警報設備の警報発報 
 構内の共用 E 系電源からの給電開始 
 施設の玄関前駐車場に退避 
 人員掌握、人身被害状況及び施設の現状把握 

15:12  茨城県沿岸に大津波警報発令 
 施設内立ち入り者がプルトニウム研究 1 棟前駐車場に一時避難 
 施設管理者及び掌握責任者に人員掌握、人身被害状況及び地震発生直後の施設

の運転状況等について報告 

17:00  施設等の点検開始 
 試験ホールの管理区域境界壁のき裂確認 
 施設周囲の地盤沈下及びコンクリート仕切り壁のはく離確認 

 管理区域内の空間線量当量率測定実施 
 異常なし 

17:30  施設等の点検終了 
 施設管理者及び防護活動本部室の保安管理部員に施設等の点検結果について

報告 
 グローブボックスの運転停止時の安全確認後、構内の共用 E 系電源停止 

18:17  施設管理統括者に施設等の点検結果について報告 

平成 23 年 3 月 15 日 

15:00  施設の高圧電源復電 
 復電後の施設内点検 

 異常なし 

平成 23 年 3 月 16 日 

―  施設の安全警報設備及び火災受信機の機能回復 

平成 23 年 3 月 25 日 

10:00  施設の低圧電源復電 
 復電後の施設内点検 

 異常なし 
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Table 3. 10 地震発生時の措置状況等に係る時系列（ウラン濃縮研究棟） 

時刻 対応状況 
平成 23 年 3 月 11 日 

14:46  東北地方太平洋沖地震発生 
 実験室（117 号室）のグリーンハウス内で廃止措置に伴う核燃料物質の確認作

業を実施中（職員：1 名、業者：9 名） 
 地震は核燃料物質を金属容器に封入直後に発生 
 業者の作業を直ちに中断させ、グリーンハウス内から避難誘導して屋外に退避

14:27  建家・玄関前にて業者及び職員の人員掌握を実施 
 簡易な施設点検実施 

 異常なし 
 点検結果は、備え付けの地震後点検記録表に記載 

15:45  構内放送により 
① 業者及び施設・保安業務関係者以外の職員の帰社指示 
② 大津波警報発令のため高台への避難指示 
③ 施設の安全確認と報告の依頼 

 地震発生による津波注意放送を受け、全員が JRR-3 実験利用棟（第 2 棟）や第

3 研究棟方面の高台に避難 (津波の到達はなし) 
 防護活動組織を編成したプルトニウム研究 1 棟より施設の状況を確認 

 異常なし (記録済みの地震後点検記録の確認を含む) 
 実験室内の保安措置の実施及び施設点検（半面マスク、黄色実験着、懐中電灯）

 117 号室の核燃料物質の安全を確認し、グリーンハウスのファスナーを閉止 
 分電盤の NFB を遮断 
 その他の実験室内確認 

 異常なし 
21:00  地震後点検 終了  

 被害状況調査報告票〔点検速報〕を現地対策本部へ提出 
 管理区域出入口の立入禁止表示 

21:45  当日、解散・帰宅 

平成 23 年 3 月 14 日 

― 
 外周部の施設点検 

 異常なし 

平成 23 年 3 月 15 日 

― 
 外周部の施設点検 

 異常なし 
 商用電源の復旧に伴い副警報盤及び火災受信機が復旧 
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Table 3. 11 地震発生時の措置状況等に係る時系列（核燃料倉庫） 

時刻 対応状況 
平成 23 年 3 月 11 日 

14:46  東北地方太平洋沖地震発生 
16:30  施設点検を開始 

 被害なし 
 被害状況（ホットラボに併記）を現地対策本部に提出(持参)及び施設管理統括

者に報告 
平成 23 年 3 月 11 日～13 日 

― 
 ホットラボ保安要員による施設点検実施 

 被害状況の変化なし 
平成 23 年 3 月 14 日 

12:50  震度 4 後の点検結果を現地対策本部に報告 
 ホットラボ保安要員による施設点検実施 

 被害状況の変化なし 
平成 23 年 3 月 15 日 

16:03  ホットラボ保安要員による施設点検実施 
 被害状況の変化なし 

 受電開始 
 副警報盤、自動火災受信機等の機能が回復したことを確認 
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国際単位系（SI）

乗数　 接頭語 記号 乗数　 接頭語 記号

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60s
時 h 1h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648000) rad

ヘクタール ha 1ha=1hm2=104m2

リットル L，l 1L=11=1dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1u=1 Da
天 文 単 位 ua 1ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1メートル系カラット = 200 mg = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー）4.184J（｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 sA
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 sA
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 sA
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 sA
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立法メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立法メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 基本単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量, 方向

性線量当量, 個人線量当量
シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg 1mmHg=133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)2=10-28m2

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ ジ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ ｪ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ｃ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（c）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。

（第8版，2006年改訂）
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